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図表4

▲

DX化は、さまざまな業務効率化を可能にする

図表3

▲ 従業員数過不足DIの推移（企業規模別）

（注） 従業員数過不足DIは、従業員数の今期の水準について「過剰」と答えた企業の割合（％）から、「不足」と答えた企業の
割合（％）を引いたもの。

出典：「中小企業景況調査」（中小企業庁・中小企業基盤整備機構）を基に京都総研コンサルティングが加工して作成

図表1

▲ 労働生産性の算出方法

図表2

▲ 労働生産性の推移（企業規模別）

出典：「法人企業統計調査」（財務省）を基に京都総研コンサルティングが加工して作成

※付加価値額＝売上高－外部購入価値（材料費、運送費、外注加工費など）
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中小企業 中規模企業 小規模事業者

【経理担当】

【経理担当】

【顧客】

【顧客】

【総務担当】

【総務担当】

【営業担当】

【営業担当】

問い合わせ 即時対応

一本化

〇業務効率化
・情報検索にかかる時間削減
・顧客対応の時間短縮、負担軽減

〇データ分析
・データ集計の手間が不要
・リアルタイムで現状把握
・意思決定の精度向上

会計管理
販売管理
顧客管理

情報が分散しているため、
問い合わせの際、
時間と手間がかかる

二重入力

情報の
一元管理

会計情報

販売情報

顧客情報

ま
た
、
従
来
の
意
思
決
定
は
経
営
者

や
担
当
者
の
経
験
や
勘
な
ど
と
い
っ
た

主
観
に
左
右
さ
れ
が
ち
で
し
た
。

し
か
し
、
情
報
を
可
視
化
し
、
リ
ア

ル
タ
イ
ム
で
現
状
を
把
握
す
れ
ば
、
顧

客
情
報
や
売
り
上
げ
動
向
な
ど
客
観
的

な
デ
ー
タ
に
基
づ
い
た
、
再
現
性
の
あ

る
合
理
的
判
断
を
迅
速
に
下
せ
る
よ
う

に
な
り
ま
す
。

こ
の
よ
う
に
人
材
育
成
と
Ｄ
Ｘ
化
こ

そ
が
、
労
働
生
産
性
を
抜
本
的
に
改
善

す
る
確
か
な
手
段
な
の
で
す
。

人
が
、力
強
い
経
営
へ
の
カ
ギ

社
員
を
育
て
、
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
を
活

用
す
れ
ば
、
少
な
い
人
手
で
も
成
果
を

生
む
筋
肉
質
な
経
営
体
制
を
構
築
で
き

ま
す
。「
人
が
足
り
な
い
」か
ら「
人
を
活

か
す
」へ

―
。そ
の
転
換
こ
そ
が
中
小

企
業
の
未
来
を
変
え
る
の
で
す
。

京
都
総
研
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
は
、

企
業
の
労
働
生
産
性
向
上
を
総
合
的
に

支
援
い
た
し
ま
す
。
人
材
育
成
や
リ
ス

キ
リ
ン
グ
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
設
計
・
導
入

を
は
じ
め
、
Ｄ
Ｘ
導
入
・
活
用
に
よ
る

業
務
効
率
化
な
ど
、
お
客
さ
ま
そ
れ
ぞ

れ
の
経
営
課
題
に
寄
り
添
っ
た
支
援
策

を
ご
提
案
い
た
し
ま
す
。
ぜ
ひ
、
お
気

軽
に
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

Ｄ
Ｘ
化
は
業
務
効
率
化
に
加
え
、
企

業
全
体
の
生
産
性
を
ア
ッ
プ
さ
せ
る
基

礎
と
な
り
ま
す
。

例
え
ば
、
会
計
情
報
や
販
売
情
報
な

ど
、
社
内
に
蓄
積
し
て
い
る
デ
ー
タ
を

一
元
管
理
す
る
こ
と
で
情
報
検
索
に
か

か
る
手
間
を
削
減
す
る
と
、
顧
客
か
ら

の
問
い
合
わ
せ
対
応
に
か
か
る
時
間
の

短
縮
や
業
務
負
荷
の
軽
減
に
つ
な
げ
ら

れ
る
の
で
す（
図
表
4
）。

が
注
目
さ
れ
て
い
ま
す
。
従
業
員
一
人

ひ
と
り
が
多
様
な
業
務
を
担
え
る
よ
う

に
す
る
こ
と
で
、
企
業
は
限
ら
れ
た
人

員
で
も
柔
軟
な
対
応
が
可
能
に
。
ま
た
、

リ
ス
キ
リ
ン
グ
が
社
員
の
習
慣
と
な
り
、

よ
り
多
く
の
ス
キ
ル
を
継
続
的
に
身
に

付
け
て
い
け
る
よ
う
に
な
れ
ば
、
た
と

え
少
な
い
人
手
で
あ
っ
て
も
、
時
代
の

変
化
に
適
応
し
て
い
き
や
す
く
な
る
で

し
ょ
う
。

慢
性
的
な
問
題
で
あ
る
と
わ
か
り
ま
す
。

多
く
の
業
種
で
人
材
確
保
が
困
難
な
状

況
が
続
い
て
お
り
、
雇
用
環
境
は
年
々

厳
し
さ
を
増
し
て
い
る
の
で
す
。

こ
う
し
た
状
況
で
、
人
材
採
用
と
コ

ス
ト
削
減
と
い
う
従
来
型
の
施
策
を
続

け
て
い
て
は
、
い
ず
れ
限
界
を
迎
え
て

し
ま
う
で
し
ょ
う
。
だ
か
ら
こ
そ
、
労

働
生
産
性
の
向
上
が
重
要
と
な
っ
て
き

ま
す
。
物
価
や
人
件
費
、
金
利
上
昇
と

人
手
不
足
に
直
面
す
る
今
、
単
な
る
人

員
増
員
に
頼
ら
な
い
、
限
ら
れ
た
人
員

で
よ
り
高
い
成
果
を
生
み
出
す
、
生
産

性
を
重
視
し
た
経
営
へ
の
転
換
は
急
務

な
の
で
す
。

2
つ
の
柱
で
、生
産
性
向
上
を

こ
こ
で
、
注
意
す
べ
き
ポ
イ
ン
ト
が

一
つ
あ
り
ま
す
。そ
れ
は
、労
働
生
産
性

の
向
上
は
、
一
朝
一
夕
に
で
き
る
も
の

で
は
な
い
と
い
う
こ
と
で
す
。
従
業
員

が
意
欲
的
に
働
け
る
環
境
を
整
備
し
て

昨
今
、
中
小
企
業
に
お
け
る「
労
働

生
産
性
」の
重
要
度
は
、
よ
り
一
層
高

ま
っ
て
い
ま
す
。

労
働
生
産
性
と
は
、
労
働
量（
従
業
員

数
ま
た
は
労
働
時
間
）当
た
り
の
付
加
価

値
額
の
大
き
さ
を
表
す
指
標
。
図
表
1

の
よ
う
に
求
め
る
も
の
で
す
。
例
え
ば
、

従
業
員
10
人
で
年
間
1
億
円
の
付
加
価

値
を
生
み
出
す
と
き
、
労
働
生
産
性
は

年
1
0
0
0
万
円
と
な
り
ま
す
。
こ
の

値
が
高
い
ほ
ど
、
限
ら
れ
た
労
働
時
間

と
人
数
で
多
く
の
利
益
を
上
げ
ら
れ
て

い
る
こ
と
を
示
す
も
の
で
、
企
業
の
収

益
力
や
効
率
性
を
測
る
重
要
な
経
営
指

標
と
な
っ
て
い
る
の
で
す
。

図
表
2
は
企
業
規
模
別
の
労
働
生
産

性
の
推
移
を
表
し
て
い
ま
す
。
財
務
省

の「
法
人
企
業
統
計
調
査
」に
よ
る
と
、

大
企
業
の
労
働
生
産
性
は
上
昇
し
て
い

ま
す
が
、
中
堅
・
中
小
企
業
で
は
長
期

的
に
伸
び
悩
ん
で
い
る
傾
向
が
あ
る
の

で
す
。

ま
た
、
人
手
不
足
も
深
刻
と
い
え
ま

す
。
賃
上
げ
や
人
材
確
保
の
面
で
課
題

を
抱
え
る
企
業
も
少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
。

図
表
3
は
従
業
員
数
過
不
足
Ｄ
Ｉ
の
推

移
で
す
。
中
小
企
業
基
盤
整
備
機
構
の

調
査
で
は
、
同
水
準
は
長
期
に
わ
た
り

マ
イ
ナ
ス
圏（
不
足
）で
推
移
し
て
お
り
、

い
く
な
ど
、
経
営
体
質
そ
の
も
の
を
戦

略
的
に
見
直
し
て
い
か
な
け
れ
ば
、
い

ず
れ
企
業
の
成
長
は
頭
打
ち
に
な
っ
て

し
ま
う
で
し
ょ
う
。

そ
こ
で
、
労
働
生
産
性
の
向
上
に
は
、

「
人
材
育
成
」と「
Ｄ
Ｘ
化
」を
両
輪
で
進

め
る
こ
と
が
不
可
欠
で
す
。

近
年
、
従
業
員
が
仕
事
上
で
新
た
に

求
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
ス
キ
ル
や

技
術
を
学
び
な
お
す「
リ
ス
キ
リ
ン
グ
」

中小企業こそ、「人を活かす」経営を！
～人材育成とDXが可能にする生産性革命～

経営者にとって、働き手の不足は喫緊の課題でしょう。
とはいえ、中小企業では優良人材確保のための賃上げは難しいかもしれません。

つまり、少人数で高い成果を生む筋肉質な体制が求められるのです。
今回は、従業員一人ひとりの創出する価値＝“労働生産性”に注目し、

それを最大化するための“人材育成”と“DX”の在り方を考えてみましょう。
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